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自動車の主流がガソリンエンジン車から電気自動車*へ移行していくに従って、これまで主にガ

ソリン売上に含める形で徴収してきた道路財源を今後どのような方法で確保していったら良い

か、国内外で検討や実証や暫定的課金が始まっています。 

 
* 系統電力充電型自動車（Plug-in Electric Vehicle, PEV）である電気電気自動車(BEV)とプラグイン 

ハイブリッ車(PHEV)が対象 

 

日本では 2020 年度以降に自動車税制を抜本的に見直すことを検討しています。その際、現在

の自動車関連税（自動車取得税、自動車重量税、軽自動車税、ガソリンの価格に含まれるガソ

リン税、石油税など）の整理とともに、ガソリン消費量減少と電気自動車の増加に応じた合理

的な課税方法として走行距離ベースの課税案も出てきています。 

 

2018 年 11 月に石油連盟が「自動車燃料・エネルギーに対する課税の公平性確保に関する調

査」の結果を発表しています。その中で世界の各国での自動車エネルギーへの課税方法の検討

状況をまとめています。（下図） 
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[コメント] 

道路財源のための課税はガソリン・軽油などの燃料購入量に対する従量基準になっていま

す。燃料消費量の大きい車は重量が大きく道路の建設・保守のための課税基準として公平性が

あると考えられます。 

 

電気自動車の場合にも、電気自動車に系統から充電した電力量に基づく課税が可能ならば公

平性があると考えられます。 
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電気自動車用の課税を充電量ベースで行う場合の充電量把握の方法としては、当ユニバーサ

ルエネルギー研究所が 2010 年に自動車技術会に発表した「プラグインポイント」方式があり

ます。この発表ペーパーの中で電気自動車の課税への適用についても言及しています。 

 

なお、上記石油連盟の調査資料にはこのような充電量ベースのものは見当たりませんでした。 

（2019.02.05 堀 雅夫） 
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